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要旨 

本稿では、ベトナム人技能実習生等の外国人の急増する福岡県田川地区の地域仏教寺院を調査地として、当寺院で実践

された留学生と地域住民との国際共修が多文化共生社会の実現に向けてどのような意義があるかについて考察している。

結果、国際共修の実践を通して地域仏教寺院の有する社会関係資本により多様な人的関係性が構築されたが、それだけで

なく日本語学習を継続している多国籍の留学生の存在によって、国際共修の現場で多文化間の協働という関係性が維持さ

れたことにも意義があった。多文化を意識してデザインされた国際共修によって、日本人と外国人という二項対立的な関

係性がうまく崩れ、外国人に対する地域住民の意識変容が生じ得たと考えられる。 

 

 

1. はじめに 

 

少子高齢化の進む日本社会では、深刻な労働力不足を補うことを主な目的として外国人

労働者が急増しており、中でも特にベトナム人技能実習生が急増している（厚生労働省 

2023）。これまで外国人が比較的少なかった都市部以外の地域においても外国人による労

働力の移入が不可欠となり、2010 年代に入ってにわかに増えているのが特徴的だ。また、

日本の外国人政策の変更で「特定技能」の創設など、技能実習制度の延長線上に、長期滞

在・就労、家族帯同の可能性が生じている（徳田 2023）。 

しかし、地方部の国際化の現状としては、姉妹都市交流などをベースとした国際交流に

は熱心であるものの、同じ地域に暮らす外国にルーツを持つ人たちへの支援が低調で、多
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文化共生1 に対する地域住民の関心も総じて低い傾向にある（徳田 2023）。そのため在住

外国人は地域住民や同世代と交流する機会を得られず、さらに特定のエスニックグループ

の教会や寺院などを結節点とした関係づくりも容易ではないため、外国人が地域部で孤立

してしまうという新たな社会問題が出てきている。その中で、地域のハブ的な存在である

地域仏教寺院2が、地方部での外国人を包摂したまちづくりの役割として近年期待されてい

る（徳田 2018；清藤 2022）。 

また、外国人を包摂したまちづくりの手法として、地域社会での異文化間の相互理解

促進を目的に仕掛けられた協働活動である「国際共修」が注目されている（島崎 

2017）。国際共修は、外国人にとって地域とのつながりを築くきっかけになる上、これま

で外国人と接することのなかった地域住民も、異文化理解のレディネスをあげる機会と

なり得るという意味でも大変効果がある（島崎 2019）。この地域社会での国際共修の実

践において、同質な者同士、および異質な者同士を結びつける社会関係資本を有する地

域仏教寺院で開催されることに意義があると考えられる（清藤 2022）。 

そこで本研究では、ベトナム人技能実習生の急増する地方部の福岡県田川地区（福岡県 

2023）の地域仏教寺院で国際共修を実践し、これが多文化共生社会の実現に向けて地域住

民にどのような影響を与えるかを研究する。この国際共修では北九州市立大学から多国籍

の留学生が参加するため、特に地域部で懸念される外国人と日本人の二項対立的思考（塩

原 2012）に陥るのを避けられ、多文化の中での有効な異文化接触が期待される。この地

方部の地域仏教寺院での実践研究は、今後の外国人との多文化共生の実現化に寄与すると

考えられる。 

 

 

2．用語の定義 

 

2.1 国際共修 

大前提として、日本での国際共修の歴史は浅く、研究についての議論が体系的に整理さ

れているとは言い難い（末松 2019）。重要なのは、末松（2019）が述べているように、様々

な言語や文化背景を持った学生たちが単に交流をするというだけではなく、「意味ある交

 
1 後述するが、「多文化共生」を本稿では「あらゆる人種・民族・文化的背景の人々が、互いの文

化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら地域社会の構成員として共に生きていく

こと」と定義する。 
2 地域仏教寺院を本稿では、「日本の各地域に存在する伝統仏教寺院」と定義する。 
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流（meaningful interaction）」（末松 2019：ⅱ）を通じて学び合う授業・活動形態である

という点である。もちろん実践例としては学校内での報告が多いが、松永（2020）の指摘

するように、国際共修はグローバル人材育成研究だけではなく、多文化共生の観点から地

域住民住民と外国人の相互理解を促す目的を持った活動も重要だと考えられる。地域社会

とともに実践された国際共修の事例はまだ少ないのが現状ではある（島崎 2019；松永 

2020）ため、今後の研究の積み重ねが期待される。 

地域での国際共修の具体的方法論として、松永（2020）は直接的な接触を躊躇する地域

住民の異文化間接触の不安を軽減することを目的に、「仕掛学」という参加者がついしたく

なるような問題の解決を図るアプローチ（松村 2016）を提案している。これは、本研究

の地域における国際共修においても必要な視点である。以上を踏まえて、本稿では、国際

共修を「異文化間の相互理解を促すことを目的に仕掛けられたプロジェクト等の協働活動」

と定義する。 

 

2.2 多文化共生 

用語の代表的な定義としては、総務省（2006)「国籍や民族などの異なる人々が、互い

の 化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共

に生きていくこと」（総務省 2006：2）が挙げられる。 

一方で、論理的に脆弱な概念のまま使用されて単なるキャッチフレーズとして使われて

いるとの批判（樋口 2010）がある点、また外国人を教え導いて日本社会に適応させてあ

げるというパターナリズムに陥りやすい点（塩原 2012）にも留意することが必要だ。民

族的少数者が文化的アイデンティティを損なうことなく社会を構築できるようにする（山

脇 2003）視点を持つことで、実質的に周縁化されがちな移民との共生も可能となるので

はないだろうか。以上を踏まえて、本稿では「多文化共生」を、「あらゆる人種・民族・文

化的背景の人々が、互いの 化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら共に

生きていくこと」と定義する。 

 

 

3．理論的枠組み 

 

3.1 接触仮説 

心理学者の Allport（1961）によると、必ずしも偏見は否定的なものばかりではないが、

集団間において相手が外国人であるなど自分とは異なる民族に対する偏見については否
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定的なものになると捉えられている。そのため、国際共修をデザインする際には「接触仮

説」（Allport 1961）の、コミュニティの中で偏見をなくして異文化接触を友好的にする 4

つの条件（対等の地位、協力的な関係、共通の目標、制度的あるいは権威者の支援）に留

意する点が欠かせない。特に、偏見を低減するには「ステレオタイプを反証するような行

動」や「個人的に知り合う機会」（倉地 2006：77）の創出を心がけねばならない。 

 

3.2 拡張接触 

今回の調査地としては、都市部から離れ日常的に外国人と接する機会の少ない地方部で

ある。そのため、「拡張接触」（Wright, Aron, McLaghlin-Volpe, & Ropp, 1997）の視点を

取り入れることとする。拡張接触とは、「自分の所属する集団（内集団）のメンバーの中に、

他の集団（外集団）のメンバーと親しい関係にある者がいることを単に知るだけで、その

外集団に対する態度が好意的になるというもの」（池上 2014：141）である。意図的に環

境を操作することによって、潜在的な偏見が低減される可能性がある（池上 2014）こと

を踏まえると、異文化接触の現場では仕掛ける側が積極的に工夫をすることが問われる。 

 

3.3 社会関係資本 

社会科学の幅広い分野で注目されるこの概念（Social Capital）を直訳すると社会資本と

なるが、社会インフラと誤解されてしまうため、通常「社会関係資本」と翻訳される（稲

葉 2011）。社会関係資本の定義としては「協調的行動を容易にすることにより社会の効率

を改善しうる『信頼』、『規範』、『ネットワーク』などの社会的仕組みの特徴のことである」

（Putnam 1993；167）が一般的に挙げられる。 

本稿では、寺院、神社、教会、モスクなど、独自の社会的文脈をもつ集団等からなる地

域社会は社会関係資本の苗床を形成すると考えられている（稲葉 2008；大谷 2011）こと

を踏まえ、地域仏教寺院で活動することとする。同質、異質なものを結びつける地域仏教

寺院の活動を通して、それを資源にその内外の人たちが国際共修で対人関係を良好に構築

していくことが期待される。 

 

 

4. 先行研究および研究課題 

 

4.1 外国人と地域住民との関係についての先行研究 

外国人と地域住民の関係のありように焦点を当てたものについては、二階堂（2019）の

4



調査がある。外国人の中でも技能実習生は地域住民との接点が極めて少ないため、地域社

会で可視化されずにその実態が知られることが難しいことが指摘されている。また技能実

習生の受入れが盛んな地域は過疎地域となることが多く、そこでは外国人の集住コミュニ

ティが醸成されにくく自助的なネットワークが形成されづらい現状を明らかにしている。

また、地域仏教寺院を介して地域住民と在住外国人が関係性を構築していく実態調査の研

究もある（清藤 2022）。外国人へのインタビュー調査をもとに、地域仏教寺院が他団体と

うまく連携することで多文化共生のまちづくりに寄与していける可能性を指摘している。 

 

4.2 国際共修についての先行研究 

 国際共修の実践研究例としては、大学現場で行われるものが多いのが現状であるが、近

年は地域における国際共修が注目され始めている。例えば、地域での実践例として地域住

 と外国人留学生、日本人学生によるプロジェクト型国際共修がある（水松 2017）。こ

こでは、意図的な異文化接触機会が設定され、異文化理解や自文化理解だけではなく、学

生達の行動力や主体性を養成することがデザインされている。また、留学生が日本人学生、

地域住民と連携して実施した国際共修の例もあり（島崎 2017）、外国人に接した経験が

少ない地域住 には、国際共修をするにあたり抵抗感が じる可能性があることが指摘さ

れている。（島崎 2017）。また、地域仏教寺院での国際共修の実態調査もあり、寺院関

係者の仲介により多様な人的関係の構築が広がる可能性が示唆されている（清藤 2022）。 

 

4.3 先行研究の問題点および研究課題 

 地域住民と外国人との国際共修の効果については、調査対象が留学生など外国人のもの

ばかりである。多文化共生の実現化には外国人を包摂したまちづくりが重要であるならば、

外国人との接点の少ない地方部の地域住民の意識がどう変化していくかという視点の調

査を積み上げる必要がある。 

そこで本研究では、ベトナム人技能実習生の急増する地方部の福岡県田川地区（福岡

県 2023）の地域仏教寺院で国際共修を実践し、これが多文化共生社会の実現に向けて地

域住民にどのような影響を与えるかについて、地域住民へのインタビュー調査をもとに

分析する。この国際共修では北九州市立大学から多国籍の留学生が参加するが、この共

修が外国人と日本人の二項対立的な関係ではなく、多文化間の協働という関係性になっ

ている点も考察に値すると考えられる。 
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5. 調査方法 

 

 調査地としては、福岡県田川郡の地域仏教寺院の東迎寺を選定した。田川地区はベトナ

ム人技能実習生の急増しており、特に田川郡は農村地域である。先述のように地方部の地

域仏教寺院での調査が不足しているため、当寺院が調査地にふさわしいと判断した。 

筆者による参与観察、および 2 回の国際共修イベントに参加した地域住民へインタビュ

ー調査を行った。インタビュー対象者は、地域住民の S 氏の１名とした。対象者の選定に

あたって地域の複数の人に実施した聞き取りから、S 氏は当寺院の門徒総代を務めている

だけではなく、地域からの信頼も厚く地域全体を見渡す視点を持ち得ているという評価が

あったため、対象者としてふさわしいと判断した。また、留学生の事後アンケート（2 回

のイベント後に実施）のデータも補足的に用いることとした。 

聞き取り調査としては、東迎寺の 2 回の国際共修イベントに参加した地域住民 1 名（S

氏）を対象者として、半構造化インタビュー3を約 1 時間実施した。倫理的配慮も行ってお

り、調査対象者のインタビューは、「調査依頼書」を読んだ上で「研究倫理誓約書」への署

名に同意を得た上で実施した。また、書面で同意を得た上で、全てのインタビューをレコ

ーダーで録音している。 

S 氏のインタビューデータをすべて文字に起こし、一部の関連した内容について SCAT

（Steps for Coding and Theorization）を用いて分析した。SCAT は明示的で段階的な分

析手続きを有し、比較的小規模データに適用可能である（大谷 2019）。そのため、本調査

の分析にふさわしいと判断した。SCAT の手順としては、セグメント化した生のデータの

それぞれに対して、データの中の注目すべき語句を抜き出し、それをテクスト外の語句に

言い換える。さらに、それを説明するようなテクスト外の概念に言い換えた後、そこから

浮かび上がるテーマ・構成概念を抽出する。この順にコードを考えて 4 段階のコーディン

グを行い、そのテーマと構成概念を紡いで、ストーリー・ラインを記述し、理論記述を行

っていく（大谷 2019）。 

 

 
3 半構造化インタビューとは、質問の文言を事前に決めていても、回答に応じて質問を柔軟に変

更しながら行うインタビューのことである。質問の文言、順序等が事前に決められている構造

化インタビューや、語り手に自由に語ってもらう非構造化インタビューとは区別される（太田 

2019）。 
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6．実践研究の内容 

 

6.1 第１実践 

2023 年 5 月 27 日（土）に福岡県田川郡の地域仏教寺院、東迎寺にて花まつりイベン

トが実施された。花まつりは仏教の釈迦の誕生を祝うもので、正式名称は灌仏会であ

る。日本では 4 月 8 日に行われることが多いが、日本以外の多くの仏教国では旧暦で実

施されるため、多文化理解という趣旨に沿って参加者が海外に目を向けやすいよう旧暦

の 5 月 27 日に実施されている。なお、イベントの来客者数は、約 600 名であった（主催

の寺院関係者や学生を含む）。 

このイベントは北九州市立大学（以下、「北九大」と表記する）の国際教育交流センター

に所属する短期留学生（「日本文化」授業の一環。以下、「留学生」と表記する）、地域創生

学群の学生（留学生と区別するために、以下「一般学生」と表記する）、そして地域住民と

の協働により企画・運営されている。留学生の出身国はイギリス、韓国、台湾、マレーシ

ア、オーストラリア、アメリカ、タイ、カンボジアで、北九大の一般学生と合わせて約 60

名が参加した。2 月から一部学生達が東迎寺に赴いて地域住民たちと準備を進め、春休み

が終わって 4 月に入って授業が開始されると学生達の準備が本格的に始まった。具体的に

は、以下の 5 つのセクションに分けて準備を進めた。 

1 つ目は、統括班である。春休みから地域に出かけて行ってミーティングをしたり、地

域の飲食店等へマルシェへの出店の依頼などを行った。また、4 月に授業が始まると、毎

週集まって進捗を確認したり、各班への指示内容を確認した。2 つ目は、パフォーマンス

班である。留学生や一般学生のトークショーの内容を考えたり、吹奏楽部や空手経験者と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

        図 1 東迎寺でのイベント準備の様子（著者撮影） 
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連絡調整、当日の司会を行った。3 つ目は、出店班である。一般学生（地域創生学群の農

業実習を行っている学生）が育てた野菜を用いて留学生の出身国の料理を作って販売をす

るグループであるが、メニューを決める際に地域の人に外国文化が伝わりやすい内容とな

るよう留意していた。4 つ目は、お茶班である。北九大の茶道部と協働で練習を行うとと

もに、当日の茶話会でのプレゼン（母国のお茶文化紹介）の準備を進めた。5 つ目は、装

飾班である。文字通り、会場全体の装飾をしたが、寺院での花まつりの趣旨に合うものと

なる点に留意して準備を進めていた。 

イベント実施へ向けて関わった地域住民としては、まず仏教寺院関係者が挙げられる。

具体的には、寺院住職、坊守（住職の配偶者）、寺院の門徒総代（役員）、寺院の門徒達、

近隣寺院の住職、副住職である。彼らが中心となって、地域住民への協力要請や準備作業

（隣組での案内、臨時駐車場確保、草取り、茶話会会場準備、チラシの配布、生花の装飾

など）を行った。また、町役場の職員（教育委員および他職員）は小学校や中学校の全生

徒へのチラシの配布を手伝った。道の駅（支配人および他職員）、ラジオ局、ウェブ雑誌会

社が協力をして、チラシの配布やイベント告知を複数回行った。また、当日は寺院の出入

り業者（仏壇店など）や地域住民（外国人を含む）が会場係（清掃、駐車場係など）を担

当した。また、当日は地域から約 15 店舗、キッチンカーや飲食店が出店した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 東迎寺での「花まつり」当日の様子（著者撮影） 

 

6.2 第 2 実践 

 

2023 年 12 月 17 日（日）に、「たべな祭」という留学生イベントが実施された。第１回

同様、福岡県田川郡の地域仏教寺院、東迎寺が会場となっている。このイベントは北九大
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の留学生、一般学生、小倉商業高校の生徒（以下「高校生」と表記する）、そして地域住民

との協働により企画・運営されている。なお、「たべな祭」とは、「多文化を、食べながら、

学ぶ祭」という意味である。留学生イベントの内容としては、餅つき、食交流セッション

（海外料理の試食会）、海外料理弁当販売（弁当会社連携）である。関わった留学生の出身

国は韓国、台湾、イギリス、カンボジア、タイ、中国、ベトナムで、北九大の一般学生と

合わせ約 40 名が参加した。10 月から一部学生達が東迎寺に赴いて地域住民たちと準備を

進め、11 月に入ってから学生達は準備を始めた。具体的には、以下の 6 つのセクションに

分けて準備を進めた。1 つ目は、コーディネーターのグループである。地域に出かけて行

ってミーティングをしたり、毎週集まって進捗を確認したり、各班への指示内容を確認し

た。2 つ目は、餅グループである。餅の試食会（留学生の出身国の食べ方で餅を食べる）

のメニュー決め、説明のポスター作成、装飾作り、調理練習会などを行った。次に、海外

料理弁当販売のグループで、地元の弁当会社と連携をしてメニュー決め、説明のポスター

作成などを行った。その他 3 つの食交流セッションのグループがあり、それぞれメニュー

決め、説明のポスター作成、調理練習会などを行った。 

 イベントに関わった地域住民としては、基本的に第１回と同様である。そこに、北九州

ベトナム人協会、多文化共生担当の県会議員などの協力が加わっている。また、マルシェ

として、地域から約 10 店舗がキッチンカーやブースを出している。さらに、子供向けの

ブースとして、北九大の地域共生教育センター（421Lab.）および地域創生学群の有志に

より輪投げが新たに設けられ、留学生も連携して海外のお菓子（中国、韓国、台湾、ベト

ナム）が景品として子供達に配られていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 東迎寺での「たべな祭」当日の様子（著者撮影） 
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7. 分析結果 

 

7.1 ストーリーライン 

メディアの取り上げ方によって外国人に対する偏ったイメージを抱き、日本人と外国人

の相違や言語による障壁を感じていた。しかし、実施された国際共修イベントでの高い日

本語力を有する留学生との何気ないコミュニケーションによって、日本人と外国人の共通

点が見つかった。外国人に対する自身の意識や呼び方の変化の兆しが見られたが、国際共

修イベントの継続で地域住民の多文化の相互理解の芽生えに繋がると考えている。 

 

7.2 理論記述 

・メディアの取り上げ方によって外国人に対する偏ったイメージを抱く。 

・日本人と外国人の相違や言語による障壁を感じている。 

・実施された国際共修イベントでの高い日本語力を有する留学生との何気ないコミュニ 

ケーションによって、日本人と外国人の共通点が見つかる。 

・外国人に対する自身の意識や呼び方の変化の兆しが見られる。 

・国際共修イベントの継続で地域住民の多文化の相互理解の芽生えに繋がる。 

 

7.3 詳述 

S 氏のインタビューデータをセグメント化した結果、上記のように S 氏のデータは 12

に分割された。コーディング後の理論記述の引用をもとに、国際共修を通じて S 氏の外国

人に対する意識がどのように変容していっているかについて詳述する。記述中における下

線部は、SCAT の「テーマ・構成概念」を表し、＜ ＞は分析で得られた理論記述の抜粋、

「 」はインタビューでの発言の生のデータである。 

 

＜メディアの取り上げ方によって外国人に対する偏ったイメージを抱く＞という理論

記述から、外国人と接する機会の少ない地方部では、外国人に対する情報が限られている

ため偏見を抱いてしまいやすい点が確認できた。また、＜日本人と外国人の相違や言語に

よる障壁を感じている＞、＜外国人に対する自身の意識や呼び方の変化の兆しが見られる

＞という理論記述、また「最初、ちょっと外人さん、いや外国の人と会うとなったら、一

歩引いていたが、それがなくなった。」、「こういったイベントをしてもらって、外国人って

呼ばないといけないって思うようになったのが正直なところよね。」の語りから、複数回の

国際共修を行うことで、外国人に対する意識が変わっていくことが分かった。それは、＜
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実施された国際共修イベントでの高い日本語力を有する留学生との何気ないコミュニケ

ーションによって、日本人と外国人の共通点を見つかる。＞という理論記述や、「一番は、

言葉が通じないんじゃないかっていうのがあったんよね。普通におしゃべりができて、印

象が変わった。」という語りから、大学に日本語を学ぶために来日して日本語学習を継続し

ている多国籍の留学生の存在が意識の変容に大きく関わっていることが確認された。また、

＜国際共修イベントの継続で地域住民の多文化の相互理解の芽生えに繋がると考えてい

る。＞の理論記述や、「イベントを続けて、結論的には、外国の人と日本語で話すことがで

きて、自分の中で少しずつ変わってきているような気はする。」、「他の地域のみんなも留学

生と話してみると、外人さんっていう意識がなくなってくるんじゃないかな。」の語りか

ら、国際共修の継続的な実施が更なる効果を生む可能性のあることが分かった。 

 

 

8.考察および今後の課題 

 

本調査から、都市部と違い外国人と接する機会の少ない地方部では、外国人についての

情報が偏っているため、普段住民が外国人に対して偏見を抱いてしまう傾向にある点が確

認できた（徳田 2023）。しかし、地域仏教寺院にて国際共修を実施することで、外国人に

対する偏った考えが払拭されていくなど、地域住民に意識の変化が生じる可能性があるこ

とが示唆された。国際共修がこれまで外国人と接することのなかった地域住民の異文化理

解のレディネスをあげる機会となり得ることが確認された（島崎 2019）。 

また、本調査から国際共修の継続的な実施が更なる効果を生む可能性のあることが示唆

されている。国際共修イベントを複数回実施したことで「接触仮説」（Allport 1961）で重

要とされる参加者の「個人的に知り合う機会」（倉地 2006：77）の創出に繋げられている

と考えられる。国際共修の継続により地域住民の意識がどう変化するか、対象者を拡大し

て調査を行っていきたい。 

この国際共修では、地域仏教寺院の有する社会関係資本により多様な人的関係性が構築

された（清藤 2020）が、それだけでなく日本語学習を継続している多国籍の留学生の存

在によって、国際共修の現場で多文化間協働という関係性が維持されたことにも意義があ

ったように考えられる。共通言語が日本語であったことでコミュニケーションがスムーズ

に進んだだけでなく、多文化を意識してデザインされた国際共修によって、日本人と外国

人という二項対立的な関係性（塩原 2012）がうまく崩れ、外国人に対する地域住民の意

識変容が生じ得たのではないだろうか。 
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